（様式５）　　　　　　　　　　補助申請額の概要（Ａ４・１枚）
	プロジェクト名
	


Ⅰ 建設工事等に係る補助申請額
◇　他の補助金へ申請をしている又は予定している場合には、建設工事費に対する補助対象事業費及び補助申請額を、必ず「比較設計方式」及び「全体計算方式」の２つの方法で算出し、①及び②の両方に記入してください。また、様式８にも必要事項を記入し、併せて提出してください。
◇　建設工事費において「全体計算方式」のみにより補助申請額を計上した場合は②にのみ記入してください。
◇　建設工事費において複数の計算方式を用いた場合の補助申請額は、計上した額のうち小さい方の額を基準として採択の際の補助申請額の上限を設定します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔単位：千円〕
	項目
	総事業費
	補助対象事業費
	補助率
	補助申請額

	（１）調査設計計画費
	
	a
	
	b
	1/2
	c
	


	（２）建設工事費
	①比較設計
　方式
	
	ｄ
	工事費
の差額
	
	e
	1/2
	f
	

	
	②全体計算
　方式
	
	
	建設
工事費
	
	
	15％
	
	


※ 全体計算方式における建設工事費の補助率については、15/100としてください。
	（３）技術検証費
	
	g
	
	
	h
	1/2
	i
	


※ 技術検証費は、本プロジェクト竣工後の技術の検証のために追加的に掛かる費用に対する補助です。
	（４）附帯事務費
	
	j
	
	k
	2.2％以下
	l
	


※ 附帯事務費は、本プロジェクトの普及啓発を行うための経費の実績額に対する補助です。設計費(c)・建設工事費(f)の補助額
合計の2.2％以内として下さい。
	補助対象事業費の合計
(ｍ)=(a+d+g)
	
	補助申請額合計
(ｎ)=(c+ f+ i+l)
	


（注１）「比較設計方式」の内容については、様式８の記載内容との整合を取って下さい。
（注２）消費税の額を除いた額で記載してください。
（注３）平成30年度内に着手し、補助対象部分の出来高が発生することが必要です。
Ⅱ 補助対象範囲の考え方
　今回補助を申請する建築物について、補助対象範囲の考え方を記入してください。
　※ 詳細について記す場合には様式中に「別紙○に記載」等記載のうえ、別紙を添付してください。
	


Ⅲ 補助金申請の年度計画
	年度
	全体
	

	
	
	調査設計計画費(c) 
	建設工事費 (f) 
	技術検証費(i)
	附帯事務費(k)

	
	補助
申請額
(千円)
	出来高
見込
(％)
	補助
申請額
(千円)
	出来高
見込
(％)
	補助
申請額
(千円)
	出来高
見込
(％)
	補助
申請額
(千円)
	出来高
見込
(％)
	補助
申請額
(千円)
	出来高
見込
(％)

	令和２年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和３年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和４年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	令和５年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	100%
	
	100%
	
	100%
	
	100%
	
	100%


※ 附帯事務費は、設計費(c)・建設工事費(f)の当該年度の補助額合計の2.2％以内として下さい。
Ⅳ 他の補助金への申請状況
　今回補助を申請する建築物について、他の補助金に応募（申請）している場合は、他の補助金の名称と補助対象範囲の整理の考え方を記入してください。　
※ 詳細について記す場合には様式中に「別紙○に記載」等記載のうえ、別紙を添付してください。
	応募（申請）している補助金の名称：
補助対象範囲の整理の考え方：



